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【エグゼクティブサマリー】 

知的財産推進計画 2025 は、日本企業の AI 利活用率を「概ね 100%」に引き上げる KPI を

掲げたが、目標年限・測定方法・定義がいずれも未設定であり、政策 KPI としての実効性

に根本的な問題を抱えている[1,3]。2026 年 4 月時点で日本企業の生成 AI 利活用率は 55〜

58%にとどまり[4,24]、米国（90.6%）・中国（95.8%）との差は依然として 30〜40 ポイント

に達する[4,5]。中小企業の約半数は AI 活用方針すら策定しておらず[4]、導入した企業でも

「期待を上回る効果」を実感しているのはわずか 13%（米英の 4 分の 1）にすぎない[25]。

2025 年の AI 推進法成立や 1 兆円超の投資計画など法制度・予算面の整備は急速に進んだも

のの[8,9,13]、「導入率」と「効果創出」の乖離こそが KPI 達成に向けた最大の構造的課題であ

る。 

1. KPIの正確な記載内容と「設計上の欠陥」 

知的財産推進計画 2025 は 2025 年 6 月 3 日、知的財産戦略本部（本部長：石破茂内閣総理

大臣）が決定した[1,6]。副題は「IP トランスフォーメーション」。知的財産推進計画として

初めて KPI が導入された点が画期的とされる[3,7]。 

「Ⅲ. 知財戦略の重点施策」>「1. 知的財産の『創造』」>「(2) AI と知的財産権」セクショ

ン末尾に、以下の 2 項目が KPI として記載されている[1,2]。第一に「日本企業の AI の利活用

率を概ね 100%まで高める」、第二に「AI 利用発明の明確化を進め、AI 利用による研究開

発を促進する（AI 分野の研究費の増加）」である。 
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しかし、この KPI には 4 つの重大な設計上の欠陥がある[3]。第一に、「AI 利活用」の明確

な定義がない。生成 AI のみか従来型 AI も含むか、「アカウントを持っている」レベルか

「業務プロセスに組み込んでいる」レベルかが不明確だ。第二に、測定方法（どの調査を用

いるか）が指定されていない。第三に、目標年限が未設定である。同計画の他の KPI（GII

上位 4 位以内は 2035 年、コンテンツ海外市場規模 20 兆円は 2033 年）には年限があるが、

AI 利活用率には存在しない。第四に、対象範囲が「日本企業」としか記されておらず、大

企業・中小企業・業種の限定がない。 

計画本文が参照するベースラインデータは、総務省「令和 6 年版情報通信白書」に掲載さ

れた生成 AI 利用率で、米国・ドイツ・中国の企業が約 95%であるのに対し日本企業は

69.5%にとどまるという数値である[1,40]。ただし、令和 7 年版情報通信白書（2025 年 7 月公

表）では測定方法が変わり、日本企業の生成 AI 業務利用率は 55.2%と報告されている[4]。

ベースライン自体が調査手法次第で 14 ポイント以上変動する状況は、KPI の信頼性を大き

く損なう。 

弁理士の高野誠司氏は、数値目標のない抽象的な KPI が散見されるとし、KPI と謳うから

にはいつまでにどのような数値を目指すのか、中間目標を設定し開示すべきだと批判してい

る[3]。 

2. 政府が展開する施策の全体像 

2.1 AI法制度の基盤整備 

2025 年は日本の AI 法制度にとって転換点となった。2025 年 5 月 28 日に「人工知能関連技

術の研究開発及び活用の推進に関する法律」（AI 推進法）が成立し、同年 9 月 1 日に全面

施行された[8,9,10]。罰則規定のない「理念法」で、事業者の自主性を尊重するソフトロー的ア

プローチを採る。全閣僚で構成する AI 戦略本部が設置され、2025 年 9 月 12 日に初会合が

開催された[10]。 
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これを受け、2025 年 12 月 23 日に初の「人工知能基本計画」が閣議決定された[11,12,13]。「世

界で最も AI を開発・活用しやすい国」を目標に掲げ、「AI を使う」「AI を創る」「AI の

信頼性を高める」「AI と協働する」の 4 方針を提示。計画自身が「主要国はもちろん、経

済規模が小さい国にも後塵を拝し、出遅れが年々顕著」と現状を率直に認めている[12,33]。 

2.2 ガイドライン体系の急速な整備 

AI 事業者ガイドラインは、v1.0（2024 年 4 月）→v1.1（2025 年 3 月）→v1.2（2026 年 3

月 31 日）とアジャイルに改訂が進む[14,15]。最新の v1.2 では、要件数が 25 から 37 に増加

し、AI エージェントとフィジカル AI（ロボット・自動運転等）への対応が追加された。緊

急停止メカニズム、最小権限の原則、ハルシネーション対策、合成コンテンツ対策などの新

要件が盛り込まれ、小規模事業者向けの「活用の手引き」とチャットボットも同時に公開さ

れた[15]。 

デジタル庁は 2025 年 5 月に「行政の進化と革新のための生成 AI の調達・利活用に係るガ

イドライン」を策定し、各府省庁に AI 統括責任者（CAIO）の設置を義務付けた[16,17]。2026

年 4 月以降の政府調達から全面適用される。 

2.3 大規模な財政投入 

AI 関連の財政支出は急拡大している。経済安全保障推進法に基づく計算資源整備には最大

725 億円が助成され、さくらインターネットだけで最大 501 億円が投じられる[18]。GENIAC

プロジェクト第 3 期では 24 件の開発テーマが採択され、総額約 8 億円の懸賞金プログラム

（GENIAC-PRIZE）も始動した[19,20]。国産 AI 開発には民間と合わせ 1 兆円超の投資計画が

打ち出されている[13]。 

中小企業向けには、IT 導入補助金を改称した「デジタル化・AI 導入補助金」に 3,400 億円

（令和 7 年度補正予算案）が計上されたほか、中小企業省力化投資補助金（最大 1 億

円）、ものづくり補助金（最大 4,000 万円）など複数の支援スキームが整備されている[21]。 
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2.4 特許庁・安全機関の体制強化 

特許庁は AI 審査支援チームを約 40 名に増員し、全審査室に 1 名ずつ配置[22]。令和 7 年度

版 AI 活用アクション・プランでは生成 AI の特許行政事務・審査業務への適用が新設され

た[23]。 

3. 策定から 10カ月、数字が語る進捗と停滞 

3.1 AI利活用率は急伸するも「100%」には遠い 

2026 年 4 月時点で入手可能な主要調査データを総合すると、日本企業の生成 AI 導入率は調

査によって 39〜64%と幅があるが、概ね 50〜60%前後と見るのが妥当である。 

調査機関 調査時期 対象 導入率 出典 備考 
NRI 2025 年 CIO 対象 517 社 57.7% [24] 導入済み 
総務省 2024 年度 企業全般 55.2% [4] 業務利用 
PwC Japan 2025 年春 売上 500 億円以上 約 56% [25] 活用中+推進中 
JUAS 2024 年秋 東証上場等 981 社 41.2% [26] 導入済+準備中 

 

NRI 調査で追える時系列では、生成 AI 導入率は 2023 年度 33.8%→2024 年度

44.8%→2025 年度 57.7%と着実に伸びている[24]が、年間伸び幅は約 13 ポイントで推移して

おり、このペースでは 100%到達にあと 3〜4 年を要する計算になる。 

3.2 国際比較では依然として大差 

総務省の 4 カ国比較では、企業の業務での生成 AI 利用率は日本 55.2%に対し、米国

90.6%、ドイツ 90.3%、中国 95.8%[4,5]。個人利用率でも日本 26.7%に対し、中国 81.2%、

米国 68.8%と 3 倍近い開きがある[5,35]。Cybernews の AI アダプション指数では日本は G7 最

下位の 57 位にとどまった[27]。 

一方で明るい材料もある。SimilarWeb データによると、2025 年の日本の生成 AI ツール訪

問成長率は+214%で世界トップ[28]。ダウンロード伸び率も+183%で G7 最高を記録した
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[29]。日本は「後発だが急成長」の局面にある。 

3.3 大企業と中小企業の「二重構造」 

最も深刻な構造的課題は企業規模間の格差である。IPA の「DX 動向 2025」によれば、DX

に取り組む割合は従業員 1,001 人以上で 96.1%に対し、100 人以下では 46.8%と 2 倍以上の

差がある[30]。総務省調査では中小企業の約半数が AI 活用方針を「明確に定めていない」と

回答した[4]。中小企業の AI 導入率は 10%未満との調査結果もある[36]。 

3.4 「導入はしたが効果が出ない」問題 

PwC Japan の 5 カ国比較調査は、より深刻な問題を浮き彫りにしている。日本企業で AI 導

入により「期待を上回る効果があった」と回答した割合はわずか約 13%[25]。米国・英国の

約 50%と比べ 4 分の 1、ドイツ・中国の約 25%と比べても半分にとどまる。原因として

PwC は、日本企業が AI を「単なるツールとして断片的に導入」し、経営変革の中核に据え

ていない傾向を指摘している[25]。 

4. KPI達成を阻む 7つの構造的障壁 

第一に、AI 人材の圧倒的不足がある。日本企業の 85.1%が DX 推進人材の不足を認識して

おり、米独と比べ突出して高い[30]。経産省推計では 2040 年に AI・ロボット関連人材が 326

万人不足する見通しで、必要人数 498 万人に対し供給は 172 万人にとどまる[31]。NRI 調査

でも企業の 70.3%が「リテラシーやスキルが不足」を課題に挙げた[24]。 

第二に、中小企業の「3 重苦」（コスト・人材・リテラシー）がある。AI システム導入に

数千万円かかるという誤認が広がり、SaaS 型で月額数千円から導入可能という情報が届い

ていない[36]。 

第三に、レガシーシステムと「2025 年の崖」である。老朽化した基幹システムが DX の足

かせとなり、経産省 DX レポートは 2025 年以降に最大年間 12 兆円の経済損失リスクを警

告した[30]。 
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第四に、法制度の不確実性がある。著作権法 30 条の 4 による AI 学習の許容範囲、AI 生成

物の著作権帰属、個人情報保護法との関係など、実務上のグレーゾーンが多い[40]。 

第五に、組織文化の壁である。PwC 調査が特定した日本固有の課題として、合意形成重

視・ボトムアップ志向の意思決定スタイル、失敗への過度な懸念が挙げられる。BCG 調査

では日本の経営層の AI 利用率が 60%で世界平均より 25 ポイント低い[25,32]。 

第六に、セキュリティ・信頼性への懸念がある。総務省調査で約 7 割の企業が「社内情報

漏洩のセキュリティリスクが拡大する」と回答している[4]。 

第七に、投資規模の国際格差がある。2024 年の AI 投資額は米国約 16 兆円に対し日本約

140 億円で、1,000 倍以上の差がある[13]。 

5. KPI達成に向けた具体的解決策 

5.1 KPI設計の根本的見直し 

現行 KPI の最大の問題は、「導入率」のみを追うことで形式的導入を助長するリスクがあ

る点だ。多層 KPI への転換が不可欠である。第 1 層に「導入率」（量的指標）、第 2 層に

「活用深度」（業務プロセスへの組み込み度・利用頻度・対象業務範囲）、第 3 層に「効

果指標」（生産性向上率・業務時間削減率・品質スコア向上）を設定し、目標年限を明確化

すべきだ[3,25]。段階的成熟度モデル（Level 1：試験導入→Level 2：部門展開→Level 3：業務

統合→Level 4：ビジネス変革→Level 5：エコシステム構築）の導入も有効だろう。 

5.2 中小企業への「伴走型」ワンストップ支援 

補助金制度は既に充実しているが、中小企業に情報が届いていない[21,36]。月額数千円の SaaS

型 AI ツールの活用から始めるスモールスタート支援と、業種別・業務別の成功事例カタロ

グの体系的整備が急務である。中小企業診断士と AI 専門家のマッチングによる無償コンサ

ルティング、ノーコード/ローコード AI ツールの導入支援など、「伴走型」でコスト・人

材・リテラシーの 3 障壁を同時に解消する仕組みが必要だ。 



知財推進計画 2025 AI 利活用率 KPI 分析レポート 

7 

5.3 経営層のリーダーシップ醸成 

PwC 調査は、CAIO を配置した企業は AI 効果創出が 6 倍高いことを示している[25]。上場企

業にも CAIO 設置を促すガイダンスを策定し、経営層自身の AI リテラシー向上プログラム

を提供すべきだ。政府専用 AI「源内」の全職員 10 万人以上への配布（2026 年 5 月から予

定）は、「まず公的セクターが率先して使う」という意味で重要な一歩である[34]。 

5.4 人材育成の加速と多層化 

2040 年の 326 万人不足に対応するには、3 層での育成が必要だ[31]。第 1 層は全社員の AI リ

テラシー向上、第 2 層は AI プランナー（ビジネス課題と AI 技術を橋渡しする企画人

材）、第 3 層は AI エンジニア（モデル開発・実装の高度専門人材）。企業内研修・大学教

育・海外人材活用の三位一体での対応が不可欠だ。 

5.5 海外先進事例からの学び 

シンガポールは IMF の「AI Preparedness Index」で世界 1 位を獲得し、全分野横断的な

「システム」としての AI 活用へ転換した[37]。韓国は APAC 初の包括的 AI 基本法を制定し

（2025 年 1 月制定、2026 年 1 月施行）、「AI G3」を国家目標に掲げ、国家 AI コンピュ

ーティングセンターに 4 兆ウォン（約 4,000 億円）を投資する[38]。中小企業支援の「優先考

慮」を法律に明記した点は日本にとって参考になる。 

結論：「導入率」から「価値創出率」への転換が不可欠 

知財推進計画 2025 の AI 利活用率 100%という KPI は、日本の AI 推進への強い政策意思を

示すものとして意義がある。しかし、現行 KPI は定義・測定方法・目標年限の不在という

設計上の欠陥を抱え、達成度の評価すら困難な状態にある[1,3]。2025 年の AI 推進法成立、

基本計画策定、1 兆円投資計画など法制度・予算面の進展は目覚ましいが[8,9,11,13]、実態面で

は企業利活用率 55〜58%、中小企業の方針未策定率 50%、効果実感 13%という「3 つの数

字」が現実を物語っている[4,24,25]。 
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最も重要な洞察は、日本の AI 課題は「導入」ではなく「効果創出」にあるということだ。

導入率で米中に追いつくことよりも、導入した企業が実際に生産性向上やビジネス変革を実

現できる環境を整えることこそが、真の政策目標であるべきだ。KPI を「AI 利活用率」か

ら「AI 価値創出率」（AI 導入により測定可能な業務改善効果を達成した企業の割合）へと

再定義し、2030 年までに 80%到達を目指すといった、より実質的で測定可能な目標設定へ

の転換が求められる。日本の AI ツール訪問成長率+214%という世界最高の伸び[28]は、潜在

的な需要と意欲の高さを示している。この勢いを「形式的導入」で浪費するか、「実質的変

革」につなげるかが、今後の政策設計にかかっている。 
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